
分類不能・調査不能・潜在的非協力

一統計環境悪化に関する－考察

山田茂

1．「分類不能」の評価

政府統計の調査環境は，年点悪化している。たとえば日本の統計調査のなかでもっとも基本的

な国勢調査についてさえ，実施のたびごとに調査拒否や調査員の選任難が関係者を悩ませている。

そのような事態か集計結果にどのように反映しているかを，国勢調査の集計結果を素材に，検討

してみよう。
１）

表１－１は，産業別就業人口における「分類不能の産業」従事者数の推移である。「分類不

能の産業」の統計上の規定は，「おもに調査票の
表１－１「分類不能の産業」数の推移

記入か不備であって，いずれの項目に分類すべき
２）

か不明の場合,または記入不詳で分類しえないもの」

となっている。したがって，このカテゴリーは，

被調査者側の協力度と指定統計調査員の審査の精度

を示す一つの指標とみることができる。

「産業」別従業者数は，調査票の「勤め先・業

主などの事業の内容」の欄に記入された内容が集

計されたものである。「産業」と区別された「職

業」概念があまり浸透していない日本においては
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（出所）「国勢調査報告」
「職業」よりも「産業」欄の方が，被調査者にと

って，その意思さえあれば，記入か容易な項目である。また「産業」は，全数集計が毎回行なわ

れている。これは，抽出集計の場合か多い「職業」などよりも，「産業」が国勢調査において重

視されていることを示している。

表１－１によれば，敗戦後の混乱期である１９５０年を除けば，５５年以降「分類不能の産業」

は，増加の一途を辿っている。周知のように，従来の実査のメカニズムは，調査員の献身的奉仕

と被調査者の協力を軸に進められてきたものであった。しかしそこでの被調査者の協力は，政府

統計の社会的意義に対雨する理解にもとづくものではなく，日常の地縁的人間関係と国の権威によ

るものであった。このような協力的態度は，農村部では，今日でもなお残存している。

戦後日本の地域社会は，大きな変容をこうむったが，その中でも特徴的な二つの事実がある。
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それは，農民層の解体と都市部への人口集中である。たとえば，「農林漁業従事者」は，対労働

力人口比で１９５０年の４７冊から７５年の１４冊に激減しており，３大都市５０キロ圏人口も，

１９６０年の３４冊から７５年の４２妬に増加している。このような地域社会の変容は，従来の

実査のメカニズムを堀b崩すものであった。したがって，農村部での協力的態度も，世代交代と

人口流出にともなう共同体規制の弛緩に伴って減退しつつある。今回の調査（「統計環境の実態

に関する調査i)以下では本調査と略称)でも,農村部.若年層の回答にその予兆がみられる。

１９７５年の国勢調査の「分類不能の産業」を，少し詳しく検討してみよう。表１－２は，都

道府県別の「分類不能の産業」従事者か全産業就業者総数に占める比率である。高率の都府県は，

沖縄を除いて東京・大阪を中心とする大都市圏に所在するものであり，「都市化」がその要因で

あることをうかがわせる。しかし沖縄県の高率を考慮すれば，「都市化」とは単純な人口集中と

いう意味ではなく，地域的病理現象の進行とみた方がよいように思われる。

特に，那覇市（0.9冊，１，０１８人)，
表１－２「分類不能の産業」比率（１９７５年）

千葉市（0.8妬），福岡市（同），横

浜市（０．７９６，８，５３５人）などでは，

全産業に対する「分類不能」の比率が，

１筋に近づき，産業別人口の把握に支

障をきたすのではないかと思われる。

「記入の不備」と「不詳」がこれだ

け存在していることは，被調査者の記

入意欲と第一線調査員の審査精度が，

全般的に低下していることを示すもの

である。また「分類可能」であった調

査票の真実性にも疑い－「パレない
(注）「国勢調査報告」より作成

程度のウソ」の記入一カKもたれる。

次に，「分類不能の産業」を属性別にみてみよう。

まう号Z性と男性を比較すると，１０代と２０代前半を除く各年齢で，女性は男性の２倍以上に

なっている。全年齢計では，女性１０４，７８３人に対して，男性６２１３９８人であった。対就業

者総数比では，女性は，０．５３妬と男性の０．１９冊の約３倍である。またどの地域でも女性が上

回る傾向がある。特に千葉市の女性では，１．９筋にも達している。

年齢別では，３０代前半までの若い世代で，平均（対就業者総数比）を上回っている。今後これら

の世代の，労働力人口に占める比率が高まれば，さらに「分類不能の産業」か増加する恐れがあ
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対就業人口総数比 都道府県名

0.6妬 1tP縄

0.5冊 東京，神奈lll，大阪

０．４冊 千葉，京都，奈良

和歌山，福岡，埼玉

0.3妬 群馬，愛知，鹿児島

鹿児島，兵庫

0.2妬 （その他の道県一省略）

0.1筋 鳥取，長野，秋田



る。

また「従業上の地位」とのクロス表・表１－３から，「分類不能の産業」従事者は，男性では

「雇用者」が多く，女性では自営業者層と「不詳」か多いことが読みとれる。「従業上の地位．

表１－３従業上の地位別「分類不能の産業」従事者（１９７５年）全国単位：妬

｢国勢調査報告」より作成

不詳」は，１９７０年国勢調査では，「分類不能の産業」のうち，男１．１妬，女２５妬であった。

これに対して，７５年調査では，男２３冊，女４７妬に達しており，事態は深刻化している。

ところが，「従業地」についての集計では，各分類項目の合計が総数に一致している（表１－

４）ので，「産業」欄が「分類不能」であった就業者も，その全員が「従業地」を記入していた

ことになる。

表１－４従業地別就業者構成（妬）

（１９７５年・全国）

分類不甘日の函

｢国勢調査報告』より作成。

「分類不能の産業」は，全数集計では，１６７，１８１人（全国計）であるが，２０妬抽出集計

では,…２．人(同)と大きな推定誤豊伴う数値となっている。「職業｣についての集計
は，１９６５年以来２０筋抽出集計しか行なわれていないので，そこでの「分類不能」（表１－

５参照）にも，「産業」にあらわれているような大きな推定値の誤差があると考えられる。した
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産業 総数
自市区町村内

自宅 自宅外

他市区町村内

県内 他県

分類不能の産業 １００ ３０．１ ５４．０ １６．０ １２．８ 3.2

全産業（参考） １００ ３０．０ ４１．３ ２８．７ ２３．１ 5.7

総

実数（人）

数 従業上の地位

雇用者 役員
雇人のあ
る業主

雇人のな

い業主
家族
従業者

不詳

総数 １６７，１８１ １００ ３９．４ 1.7 1.2 １０．５ ９．３ ３７．９

男 ６２３９８ １００ ６０．７ 3.6 2.1 8.5 ２．３ ２２．９

女 １０４j７８３ １００ ２６．８ 0.6 0.6 １１．６ １３．５ ４６．８



かって，この推定誤差のために「分類不能の職業」の増加は，これを確定することができない。

また「産業」と「職業」の夕
表１－５職業別，産業別１５歳以上就業者数

ロス表にみられるように（表１
（１９７５年）全国単位：人

－５参照），一方の項目だけが

「分類不能」という場合に該当

する数字がY走った〈存在しない

ので，推定誤差を考慮に入れて

も，大部分の「分類不能の職業」

従事者は，「分類不能の産業」

従事者であるといえる。

このこととさきに述べた「分

類不能の産業」従事者のうち|従

業上の地位」か不詳のものが４

割近くを占めていることを考え

｢職業の種類」の三つの欄が不十

(出所）：「国勢調査報告」（２０冊抽出集計）

あわせると，「従業上の地位」「所属の事業所の事業の種類」「職業の種類」の三つの欄が不十

分な記入内容であった調査票が，相当数あることがわかる。

また２０妬抽出集計の抽出世帯数は，６００万世帯以上であるので，すでにみたような母数

（１６７，１８１人）と推定値（６０，４２０人）との間の大きな標本誤差は，「分類不能」票の偏

在をうかがわせる。

ともかく各項目についての「分類不能」か増加しているので，「分類不能」となった調査票の

内容について，上述のような問題意識からの再審査が必要であろう。

１９７５年の国勢調査では，長期不在世帯について，近隣の者からの聞き取りによって，調査

票に記入する方法が採用された。その場合，「氏名」「男女の別」「世帯人員」の３項目以外は，

集計の際「不詳」として扱われている。この方法の採用は，統計法が定める被調査者の「申告義

務」の免除を意味し，常住（予定）期間が３ケ月という１９５０年以来一貫して行なわれてきた

国勢調査の技術的規定を変更したことになる。さた他地点での二重申告（調査）の可能性も否定
５）

できない。このような措置は，単身世帯（１９５５年：６０万世帯→７５年：４２４万世帯），

共働き世帯（有配偶女性の〔非農林業〕雇用者率は７７年で２３．７妬）の増加という「物理的」

調査蒙境悪化への対応策として考えられたものであろうが，統計調査への協力要請が強化されな

ければ，対象世帯以外からの「聞き取り」に伴う調査員の負担と近隣とのトラブルは，避けがた

いところである。
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をた，この「聞き取り」調査方式は，被調査者の申告義務に対する意識を，かえって低めるこ

とにもなりかねない。統計結果が，各人の申告によって成り立っていることを被調査者に認識さ

せることは，申告義務意識を浸透させる絶好の機会だからである。調査が困難だからといって，

被調査者にそれを意識させずに行政側か情報を一方的に収集する方法の推進は，国民一般の統計

意識の高揚に何ら寄与するものではない。能率が悪く，抵抗が大きくても，調査員と被調査者が

実際に接触して，個票の申告内容が，調査統計の基礎であることを確認することこそが，長期的

にみれば，調査への協力の土壌をはぐくむことになるのではないだろうか。

ところで，「聞き取り」調査の該当者数は，「年齢不詳」者数（全国計４６，２０５人）から推

定できる。それは「年齢」が，調査票の記入にあたって，被調査者に最も「抵抗」が少ない項目

でP)｢聞き取り｣以外の場合には，「不詳｣が発生することは雀ずないと考えられるからである。
では，との「聞き取り」調査の該当者は，どのように分布しているのだろうか。

「年齢不詳」者は，すべての都道府県に存在しているが，表１－６によれば，「分類不能の産

業」従事者と同じく都市部に集中していることがわかる。

ところで１９７０年までの国勢調査の集計において，２０代前半の男性では５年間の死亡数を

加味しても，前回（１５－１９歳時）の調査の人口数を相当下回り，５年後，１０年後に不自然

な回復現象を示すことか知られていた。と
表１－６年齢不詳率か高い地域（１９７５年）

れは，２０代前半の男子単身者が不在がちの

ために実査の「アミ」から漏れていたためだと考えら

れていた。（その理由としては，たとえば大学生など

が考えられる。）

そこで１９７５年国勢調査について「年齢不詳」者

の都市内部での分布をみてみよう。大学周辺などより

も，各都市の中心部に集中しているのが，全国的傾向

である。具体的な地域名を列挙すると，「年齢不詳」

者は，横浜市では中区（総人口比０．２８筋），神戸市

では兵庫区（同０－２２妬），北九州市では小倉北区

[１１５９６１東戸

D－１３９Ｕ

▲

弓知福ｌｉｆｔ

邪兵底

「国勢調査報告」より作成
（同０．２７筋），福岡市では博多区（同０．２１妬），

中央区（同０．２０妬）など中心部で大きな値となっており，これらの都市の他の区での低率とは

対照的である。

また性別では，男性が大部分の地域で女性を上回り，約２倍となっている。このことは男子単身世帯

に不在がちとなる就業者か多いことと符合している。
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対総人口比 都府県名

０．１５筋 東京

０．１３筋 沖縄

０．０７％ 千葉

０．０６冊 神奈Ⅱ｜大阪

高知福岡

0.05筋 京都兵庫

0.04％ 埼玉



ところで，１９７５年国勢調査の集計結果では，男の２０代前半を除いて，0歳から４０代前

半（女性では４０代後半）にいたる各年齢コーホートにおいて５年前の国調人口より相当数の増

加（総計約７７万人）がみられる。これに対して，従来の調査，たとえば１９７０年国勢調査の

場合，前回の調査よりコーホート人口が増加したのは，５～１４歳，２５～３４歳のそれぞれ３５

万人，２．９万人だけで，他の世代では減少していた。６５年以前の調査でもほぼ同様の傾向がみ

られた。なお１９７０～７５年の間について，国外からの顕著な人口流入は報告されていない。

明らかに７０年以前の調査とは異なる要因による１９７５年国勢調査における中年以下のコー

ホートでの増加は，いわば活動年齢人口にあたる世代での増加であるので，被調査者の申告意欲

や調査員の熱意が低下している実情を考慮すれば，実査の不正確性の徴標とみるべきだろう。そ

の理由としては，別々の地点での二重申告の可能性などが考えられる。

なお２０代前半の男性は，この世代の５年前と比較して減少しているが，その減少幅は狭って

いる。（７０年：１６．５万人→７５年：0.8万人）これは従来の国勢調査で２０代前半の男性が過

少の数字となったのと同一の要因（単身世帯の捕捉困難）か，７５年国調での中年以下の世代で

の全般的増加傾向と相殺しあった結果だと思われる。

調査員の熱意もさることながら，１９６５年以降，国勢調査の調査員が被調査世帯に質問して
７）

調査票に記入する項目は，以前の半数前後から，わずか－項目に減らされ，残りの項目の記入が

すべて被調査世帯に任されていることを考えると，被調査者の申告意欲が，調査の真実性・正確

性にとって決定的に重要であることか，あらためて痛感される。

本節においてわれわれは，国勢調査の集計結果の「分類不能」と「年齢不詳」の考察から，被

調査者の協力の減退が広かっていることを，ある程度明らかにしえたと思う。地域的には大都市

圏，とりわけ中心部において，また年齢的には若年層において，非協力の程度か強いようである。

次節では，以上の分析を踏まえ，本調査の実査状況を素材に，統計環境の実態に立ちいってみ

ることにする。

注

1）比較的訓練のゆきとどいた調査員による「就業構造基本調査」「労働力調査」においても

「分類不能」数は増加している。たとえば，「就調」の「分類不能の産業」は，３．９万人

（１９７７年）に達している。（３．９万人は推定値）

2）総理府統計局「国勢調査に用いる産業分類・職業分類の解説」（１９７５年国勢調査用のも

の）

3）その第一報告書は「統計環境の実態」九州大学経済学部統計学研究室（１９７９年３月）で

ある。

－１２８－



4）「国勢調査報告書」の「推計値の大きさに対する標本誤差」表によれば，推定値の大きさが

６０，０００の場合，真の値（全数集計値）は，約９５冊の確率（信頼度）で６０POO±６０，ＯＯＯ

ｘＯＯＯ８１７ｘ２＝５９０１９．６～６０９８０．４の間にあることが期待されるという。

5）｛「年齢不詳」者}÷｛「世帯の種類不詳」の世帯数}＝14人（全国集計）となるので，

聞き取り調査の対象者の大部分は単身世帯であると思われる。

6）「電子計算機利用に伴うプライバシー問題に関する意識調査」（行政管理庁１９７４年。東

京３０キロ圏内および埼玉県行田市で実施）でも，「年齢」よりも情報量の多い「出生地・戸

籍」を，「他の人」「行政機関」に知られたくないとするものは，４妬を越えない。雀た本調

査の都市部の回答でも，「年齢」は，「ありの雀玄に答える」かもっとも高い項目である。

７）「世帯の種類」（１９７０，７５年）「住居の種類」（１９６５年）。

２．調査不能の状況

（１）

本調査の調査地点の選定にあたっては，「統計環境の悪化は，社会の発展と，それにともなう

住民意識の都市化に結びついている」という仮説にもとづいて，大都市周辺の住宅団地（東京都

町田市山崎団地），地方都市（福岡市），山村（熊本県矢部町），農村（鹿児島泉知覧町），雛
１）

島（長崎県富江町），工場隣接住宅地（北九州市八幡地区）という地域類型が設定された。特に
２）

大都市周辺の団地は，統計行政の実務担当者の間から，実査の難しい地域であるという指摘もあ

ったので，「都市化」が進んだ地域の－形態として選定された。

なお「都市化」を，現代資本主義における富（資本）と貧困（勤労者階級）の地域的集積とと

らえるならば，最少限の居住環境は整備されている公団住宅よりも，生活環境か最も劣悪な地域
３）

を，「都市化」の極とみることになろう。そのような地域は，都市中心部や新興住宅密集地であ

り，その住民の大部分は，民営賃貸アパート居住者である。

福岡の調査では，離島地区を除く全市域を抽出枠として標本抽出をおこなったので，居住環境

が比較的劣悪な地区も含まれている。第３節の住居形態別分析にさいしては，「借家・アパート」

「公営住宅」居住者の意識に関心かもたれる。

Qs

本調査の実査の状況を分析する前に，既存資料の「都市化」に関連する諸指標を概観しておこ

う。（なお「統計環境の実態」１３ｐ～も参照されたい。）

表２－１は，住宅の所有形態別の入居時期の集計表である。「（アパートを含む）民営の借家」

（設備共用→設備専用）→「公営の借家」→「持ち家」の順に，入居期間が長いことがわかる。

これは，家族数の増加に伴う「住みかえ」の方向でもある。

－１２９－



表２－１住宅の所有形態別入居時期（人口集中地区）

全国実数の単位：１万世帯

５０年１６１～６５丘ＦＩ６６～７０丘

（出所）「住宅統計調査報告」（１９７３年）

（注）「人口集中地区」：市区町村の境域内で人口密度の高い調査区（ｌ鰯あたり約４千人以

上）か隣接して，国勢調査区設定時に人口５千人以上を有する地域を構成している地区。

４）
都市部で，新規来住者が地縁的共同体にある程度まで組みこまれるには，相当の期間か必要な

ので，居住年数が一般に短い民営アパート地区での地縁的関係の成立は困難であろう。このよう

な事情に拍車をかけているのが，単身者・核家族が民営アパートで多いことである。

表２－２は，本調査の調査地点の入居時期別集計表である。都市部と農村部の差異は，明白で

あろう。現在では，大量の人口流入によって，福岡，町田の居住年数は短い方へさらにシフトし

ているものと‘思われる。

表２－３は，本調査の調査地点における国勢調査の「分類不能」項目の集計表である。ここで

も，都市部３地点と農村部３地点との差異は歴然としている。町田で「年齢不詳」者が比較的多

いのは，通勤時間か長いために昼間不在がちになる世帯について行なわれた「聞き取り」調査の

数字を示すものと思われる。八幡東区は，人口流入か比較的少ない下町的な住宅地であるので，

調査員と居住者との地縁的関係が残存していて，被調査者の非協力によって生じる「分類不能」

などか少なかったのであろう。

そのような地域社会の特徴は，経済的対抗関係を示す階級構成においても同様の傾向がみられ

る。すなわち農村部３地点では，農漁民を主体とする自営業者層（６３～６７９６．７５年国調２０

筋抽出集計より組み替えて算出。以下同様）が圧倒的である。

これに対して都市部３地点では，労働者階級が，７４～７７筋を占め（全国計では６５冊），

自営業者層（１５～２０冊）の４～５倍の比率となっている（全国計の自営業者層は２９冊）。

都市部の中では，八幡東区の生産的労働者層か３６冊と高率なこと（町田２６妬，福岡２２妬），

－１３０－

所有関係
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表２－２現住居への入居時期（１９７０年・全年齢）単位：妬

１０

１５．１

(出所）「国勢調査報告』

表２－３調査地点の「分類不能」項目 ’
実数・人
（比率・妬）

単位

全Ｉ玉

B２Ｉ４６２Ｃ

１０４

】４

ｒ
し

｢国勢調査報告」（１９７５年）

｢年齢」は，不詳者。

｢職業」のみ２０妬抽出集計。他は全数集計。

｢年齢」の比率は，対総人口比。他は対就業者総数比。

（出所）

注１）

２）

３）

－１３１－

町田 福岡 矢部 知覧 富江 八幡区 全国

総計 １００ １００ １００ １(〕０ １００ １００ １００

出生時から １８．５ １５．８ ４９．４ ５２．８ ４７．４ １６．０ ３１．０

１９５９年以前 １０．４ １６．１ ２７．８ ３１．０ ２９．６ ２１．２ ２３．３

１９６０～６４年 １３．５ １３．０ 6.5 ４５ 6.7 １５．１ １０．５

６５年１月～６９年９月
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町田・福岡でのサラリーマン層の厚さ（それぞれ３２冊，２８冊）が特徴的である。全国計では，

生産的労働者層は２９筋，サラリーマン層は２２筋である。また福岡では不生産的労働者層が２０

妬（町田１５筋，八幡東区１３冊）に達している。不生産的労働者層のうちサービス労働者は福
５）

岡で7.2妬と，町田３．９妬，八幡東区５．５筋に対し，かなり大きな値となっている（全国計では

4.4筋）。

表２－４は，従業地別の就業者構成である。

（１９７５年）単位：拓
表２－４従業地別就業者構成

１（ １０

｢匡麗調査報告」より作成

都市部３地点で自宅外が，農村部３地点で自宅（＝農民）が多い（６６～６７冊）ことは当然で

あろう。福岡と八幡東区で「同市他区」が３６～３７筋を占めていることは，福岡・北九州両市

の市域の広さ，居住地・就業地の分離状態からみてもっともな数字といえよう。町田の市外での

就業者の半数以上が，東京・特別区部への通勤者である。町田での市外就業６０冊という値は，

居住地への関心・地縁的関係が育ちにくいことを示している。

以上のようにみてくると，大都市周辺の住宅都市（町田），消費都市（福岡），工業地区（八

幡），豊山漁村（矢部，知覧，富江）という各地点の地域特性が浮び上ってくる。

（２）

本調査は，サンプルの回答結果を分析することを，主眼としているが，実査にあたっては，調

査不能（特に拒否）の実情を詳しく記録するように調査員に指示しておいたので，調査不能など

に関して興味ある結果を残している。（資料「調査拒否の実情」参照）。

表２－５は，統計数理研究所「国民性調査」（１９７３年）の不能率である。この調査は，本

－１３２－
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調査と同様に研究協力者のゼミ学生を調査員とするもので，１９５３年から５年毎に，６回の全

国調査が行なわれている。表２－５と本調査の調査不能についての表２－６を比較すると，本調査の

農村部３地点（矢部・知覧・富江）での不能率の高さか，目につく。

これは，調査地点が山間部あるいは僻地で，
表２－５統数研「国民性調査」

（１９７３年）不能率（妬）調査期間が農外就労の多い時期とかさなったた

めである。

なお６地点とも，サンプルには一切金品の謝
６）

礼はしなかった。また町内会など自治組織に

は，サンプルの住所についての問合せ以外には，

特に協力を求めていない。このため表２－７に

みられるように知覧町など農村部で，若干の調

査拒否およびそれに類する事例が発生した。し

かし，これもまた農村部での調査環境の実態を

示す貴重な経験である。

。２０力｣ユト‘

Ｏ～２０刀の者l』

、刀の君Ⅱ

（出所）「第３日本人の国民性」

表２－６本調査の不能率および不能理由

｢長駆下在」：出張･旅行などで当該調査期間中不在であったもの

｢-時不在」：帰宅が遅いなどの理由で調査できなかったもの

ところで本調査の集計結果においても「（国の調査を）気かすすまなければことわる」という

人が，都市部（１６～２２冊）よりも農村部（２７～３１筋）で比率が高い。この数字と今回の

調査での知覧などでの拒否の多発との間には，一見共通のものがあるように見える。

だがその共通性は，政府が調査主体である場合，町村役場が地縁関係を背景に調査にとりくめ

－１３３－

Ｆ

６大都市
（東京都区部を含む） ２５

人口２０万以上の都市 ２６
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５万未満の都市 ２１
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５
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２
３
１
５

２
２
１
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１
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１
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表２－７知覧の拒否単位：人 めば，まったく違った様相となる。

しかしながら，地縁的関係を通さない場合には政

府が調査主体であるということは，これらの地域に

おいては特別な意味をもたず，一般の調査と同じパ

ターンになるばかりか，逆に利害意識から潜在的非

協力の心象が働かないともかぎらない。

したがって農村部で「気がすすまなければことわ

る」という人の比率が高いことは，このような背景

をもった数値と思われる。Ｈきた現在でも残存する農

村部での協力的態度は，国という調査主体を認識し

た上のものというよりは日常の地縁的関係の中で調

査がおこなわれていることによるものであろう。戦

後３５年の間に，農村部でも「国の権威」は衰退し

ｎ
Ｊ

５〔

ているのである。

知覧以外の２地点でも，「拒否」は，大きな不能理由となっている。農村部住民が，自分の

意見を「意見」として表明する機会を日常あ蚕Dもたず，またそのような場面にもなれていない

こと，さらには外来者に対する警戒心がその原因と思われる。

このような事情を考慮すれば，調査に応じたサンプルの回答の解釈にも，それなりの配慮が必

要であろう。たとえば，富江では「支持政党なし」が３４妬にも達するが，その大部分は実質的

には自民党支持者と読みかえる必要かある。

ここで農村部に多い，．Ｋ・に触れておかねばならない。ほとんど全部の質問で，農村部の，．

Ｋ・率は，都市部のそれを上回っている。質問の内容別では，農村部住民にとって，具体的経験

がないこと（政府統計拒否者の動機一知覧では１３～３０妬），日常考えたとともないこと（統

計と政治の関係一富江１８％)などで，，．Ｋ、の比率か高い。また政治的な事柄に関わる発言を

控えねばならない地域社会の空気も感じられる。（政府と町政の民心反映度についての，．Ｋは

富江では，それぞれ３７９６，２６妬に達する。）

一般的には都市部農村部を通じて学歴か低く，年齢が高くなるにつれて，．Ｋの率は高くなっ

ている。したがってもともと高学歴者や若年層か少ない農村部でのこのような，．Ｋ・の高率は

当然であろう。
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年令 拒否 不能計

２０前

代後

２
１

１８

１２

３０前

代後

’
２

１２

３

４０前

代後

１０

７

１８

２１

５０前

代後

３
８

９

１２

６０代 １５

計 ３３ １１７



（３）

次に都市部３地点における不能理由をみてみよう。

３地点に共通な不能理由で，数の多いものは「－時不在」と「移転」である（表２－６参照）。

「一時不在」は，都心への通勤者と外回りが多い自営業者の捕捉か困難だったことによるもので

あると考えられる。

「移転」は，１年間に総人口の１割から２割が市外および区外（八幡，福岡の場合），または

１割前後が市外（町田の場合）に転出しているので，この程度の数字は当然であろう。

「拒否」ては，八幡（５例）か，他の２地点（町田－２８例，福岡－２６例）とくらべて，非

常に少ない点が注目される。八幡での調査員一人あたりの担当サンプル数が，福岡（約１０サン

プル），町田（約１５サンプル）にくらべて，３サンプルと少なかったことが，好結果をもたら

したものといえる。

担当サンプルを減したことは，調査員の意欲によい影響を与えるか，逆に多数の調査員を確保

しなければならず，調査員バイアスの要因ともなる。しかし今回の調査では，調査票の回収・点

検時に，実査の事情について詳しい聞きとりを行ったか，特に問題のある事例はなかった。（八

幡での調査も，他地点と同じく統計学の実習として行なわれた。）

その他にも，国勢調査の「年齢不詳」者，「分類不能の産業」「分類不能の職業」か，町田・

福岡にくらべて少ないこと，地元の大学の学生が調査員であったことなど，八幡は一般的に調査

条件のよい地域であったと思われる。

町田と福岡の「拒否」が，われわれが問題としている都市型の統計に対する非協力と同根のも

のであることはいうまでもない。

下表（表２－８）は，統計数理研究所「国民性調査」における調査不能の理由の推移である。

「拒否」か傾向的に増加しており，全国レベルでも，調査への非協力か広かっていることがわか
７）

る。

ただここではっきり区別しておかなければならないことは，大学や民間の調査機関による調査

への協力と国などの行政機関の統計調査への協力の間における被調査者側の動機の差異である。

前者への協力は，被調査者の調査主体そのものに対する好意や調査目的に対する理解によるもの

である。したがって，政府統計そのものあるいは行政機関に対する被調査者の認識によってその

協力度が左右されるはずの後者とは，協力の動機は明らかに異なる。

それはそれとして，今回の調査にかんしての性別，年齢別の不能率を掲げておこう。表２－９

によれば，各地点とも，男性と２０才代で，不能率が高い。これは，従来の世論調査の回収状況
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表２－８調査不能の理由単位：「不能」計に対する妬

夕

（出所）統計数理研究所「日本人の国民性』「第２日本人の国民性』「第３日本人の国民性」

と同様の傾向である。富江での男女の間の差は，不在がちとなる漁業従事者が，主として男性で

あることによるものである。また町田でのその差も，都心への通勤者に男性が多いことによるも

よるものであるといえる。

表２－９性別，年齢別調査不能率（妬）

、

L」

（４）

ところで，本調査の回収サンプル（計画サンプルの約７割）の回答傾向か不能サンプルを含む

計画サンプル全部の意見を，おおよそ反映しているものとみなしてよいかが問われねばならない。
８）９）

杉山明子氏らの研究によれば，第２次調査で有効となったサンプル（本調査の不能分の一部に

相当）は，「第１次調査の有効群」（本調査の回収サンプルに相当）とは，明らかに異なる回答

傾向をもっている。その傾向とは，全般的に「否定的で，暗くかつ批判的」な意見の持ち主が多
１０）

いととである。特に，国や自治体への期待度，地域共同体への帰属意識の低さが注目される。

本調査の都市部の調査不能，特に拒否の実情からみて，（資料「調査拒否の実情」参照）調査

不能となったサンプルがそのような意見を持っていることは，十分予想される。
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年次 不能率 対象外 死亡 移転
尋

該
病気 長期不在 一時不在 拒否 その他 計

1９５３

１９５８

１９６３

１９６８

１９７３

７
８
５
４
４

１
１
２
２
２

０
０
０
２
’

３
１
１
１
５

８
８
７
８
３

１
２
２
２
２

６
０
２
９
４

１
１

１２

４
２
３
６

１
１
１

３
６
１
７
９

１
１
２
１
１

８
９
３
０
８

２
１
１
２
１

７
９
０
１
６

１
１
１

４
３
２
１
２

100

１００

100

100

100

男 女 ２０代 ３０代 ４０代 ５０代 ６０代 計

田
岡
部
覧
江
幡

町
福
矢
知
富
八

８
８
８
１
３
１

３
２
３
４
４
３

３
３
２
７
０
０

２
２
３
３
２
２

９
９
４
９
１
０

３
２
４
５
５
４

０
１
２
５
２
５

３
３
３
３
３
２

４
９
６
３
５
５

２
１
３
４
２
１

７
２
４
７
８
７

３
２
２
２
１
１

０
２
３
３
７
２

５
２
３
３
２
２

０
５
５
９
２
５

３
２
３
３
３
２



、）

ところで，杉山氏は同じ論文の中で「質問が社会，経済の一般的問題である」場合は，「第１
１２）

次で７５妬程度の有効率をあげた全国調査」なら「調査不能票の影響は心配しなくてもよい」と

のべているが，今回のわれわれの調査にはこの結論はあてはまらない。なぜならわれわれの調査

が，「調査についての意見」を問うもので，回収サンプルが調査に応じているとと自体が，その

意見が不能サンプルとはかなり違ったものであることを示しているからである。

い蚕仮に本調査の不能分（＝杉山氏の「第２次調査の有効群」）の意見を，回収サンプルの

集計結果に加えることができるとすれば，不能分サンプルの国や地域共同体への「共鳴」度はす

でにみたように低いので，現行の統計調査に対して否定的な回答傾向が強まろう。このような人

びとの政治や社会に対する不信感・無力感は，現在の自分の境遇に根ざしているものとみられる。

若年層や経済的に不遇な層の不満が，「高度成長」期のように多少とも解消される見込みは，今

のところほとんどない。そして，すべての行為を代価なしには行なわないという価値観がさらに

浸透するであろうことを仮定すれば，社会に対する不満や反発にもとづく統計調査への非協力か，

これらの層でさらに高まることが予想される。

注

1）第一報告書「統計環境の実態」１９～２０ｐ・参照

2）日本統計協会「統計』１９７１年１月，２月,７６年２月など。

3）「（大阪市）あいりん地区･・・・の卜・ヤ生活者は約18,000人であるが，そのうち約10000

人は住民登録もせず，国勢調査にも記録されない浮動人口である。」土田英雄「ドヤ」那須宗

一ほか「都市病理講座」第３巻（１９７３年）８６ｐｏ

４）統計数理研究所「市民意識の研究」（１９７３年）など。

5）とのサービス労働者層の高率が，福岡市で「分類不能の産業」従事者（調査非協力者）が多

いことの一因であると思われる。３節参照。

6）後日集計結果希望者に，第一報告書の「結果の概要」の部分を送付した。

7）頻繁な世論調査・市場調査と調査に名をかりたセールス活動などが世論調査のみならず政府

統計の調査環境を悪化させていることは，よく知られている。

8）杉山明子･塙融｢調査布眉の分析｣(1)~(3)｢文研月報』ＮＨＫ放送世論調査所１９７３年１０～

１２月。この研究の対象となっている「日本人の日本観調査」（全国調査）では，第１次調査

（有効率７４４妬）の調査不能者９２３名のうち，現住所の判らない転居者などを除く６４５

名について第２次調査（有効率６５％）が行なわれた。

9）基本属性の点では，「第２次有効群」は，２０代が，３８筋を占め（計画サンプルでは２３妬)，

東京・大阪とその周辺が３４妬（同２５冊）と高い割合になっている。
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10）「第２次有効群」には「第１次有効群」とくらべて，自分の生活を「とても苦しい」と考

えるものが多い。そして世相の評価は，「のびのび」ではなく「カサカサしている」とみる者

か多い。またこのグループのもつ日本国のイメージは，「生活水準の低い国」か「第１次有効

群」の場合より多い。さらには「世の中はまずさす暗くなっていくようで，先のことを考える

と恐ろしくなる」というのが，「第２次有効群」の５５冊の人びとが同感だと思う将来の見通

しである。（詳細は杉山論文を参照されたい。）

11）杉山明子「調査不能の分析」(3)『文研月報』ＮＨＫ放送世論研究所１９７３年１２月。

12）杉山氏は，「最終（第１次調査と第２次調査を合わせた）有効者の意見を全体とみなした

時，（第１次）調査有効者の意見は，（全体と）全くといってよい位一致する」ことを本文の

立論の根拠としておられる。（カッコ内は山田）杉山「調査不能の分析」(3)（前掲）

5．居住環境と潜在的非協力

今回の調査で居住環境が調査に対する非協力を生みだしている要因の一つであること

が看取された。それは居住環境が，「都市化」の重要な徴）標であり居住地ペースで調査が行

なわれている現状では，地域の性格が，実査にとって決定的に重要だからである。なお住居形態

が，居住者の所得水準を反映していることはいうまでもない。

福岡市は，地方都市という性格をもちながらも，人口約１０６万人，ドーナツ化現象の進行，

中心部での居住環境が比較的劣悪であること，市域に様尚な住居形態の地区が含まれていること

など，他の大都市と共通の現象かみられる。また，国勢調査の集計結果にみる福岡市の「分類不

能」，「年齢不詳」の比率はかなり高いので，市域内部には，政府統計の実査が困難な地区の存

在も予想される。（表２－３参照）

ところで表３－１にみられるように，福岡市の「公営住宅・社宅」での近隣関係の濃度は，山

崎団地のそれとほぼ同じであるJ)｢顔みしり調査員｣に関する質問でも,表3-2の上うに,福
岡市の「公営住宅・社宅」は山崎団地とまったく同じパターンを示す。したがって，このような

地区では従来の地縁関係を軸にした調査が難しくなっていることがうかがえる。そして，実査の
２）

具体的状況に関わる質問でも，表３－３，４，５のように「持家・マンン實ン」とそれ以外では
３）

大きな差異がある。特に「借家・民間アパート」では非協力傾向が強いようである。さらに「民

間アパート」居住者だけをとってみると，その傾向は一段と強く，「国調はことわってよいか」

の質問に対して，「ことわってよい」が６地点計で２０冊にのぼっている。（全住居形態の総計

では７冊）そして，「必ず答えなければならない」は，わずか１５冊である（総計では２５冊）。

「民間アパート」居住者は，６地点計をとっても４６サンプルしか回答サンプルに含まれていな
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表３－１近隣のつきあい（問３）

単位：冊

最小限｜新

表３－２顔見知り調査員（問１５）

単位：妬

表３－３国勢調査を受けたか（問１１）

単位：妬

－１３９－

最小限 親し〈
計

実数

福
岡

２０代（参考）

持家・マンション

借家・民間
アハ－ト

公営住宅
・社宅

（３９）

２９

４３

３６

(５７）

６８

５３

６０

（１(〕Ｏ）

１００

１００

１００

(１００）

２０５

９９

７０

町田 山崎団地 ３５ ６２ １００ ２０９

顔みしりか
よい

顔みしりで
ない方

計

実数

福
岡

２０代（参考）

持家・マンション

借家・民間
アパート

公営住宅
・社宅

（１７）

２３

２１

７

(５８）

４９

４３

７０

（１００）

１００

１００

１００

（１００）

２０５

９９

７０

町田 山崎団地 １２ ７１ １００ ２０９

受けた 受けない わからない
計

実数

福
岡

２０代（参考）

持家・マンション

借家・民間
アパー卜

公営住宅
・社宅

（５７）

８７

６７

８１

（２２）

５

１９

１６

(１８）

７

１３

３

（１００）

１００

１００

１００

（１００）

２０５

９９

７０

町田 山崎団地
９３ ４ ３ １００ ２０９



表３－４国調はことわってよいか（問１２）

単位：妬

〕0 ‘

■■

表３－５気がすすまない国の調査には（問１６ｂ）

単位：妬

〕Ｃ ＤＥ

表３－６気がすすまない新聞社の調査には（問１６ａ）

単位：妬

－１４０－

ことわって
よい

答えた方が
よい

答えなけれ
ばならない

計

|実数

０－

ｲ員

岡

２０代（参考）

持家・マンション

借家・民間
アハ_ト

公営住宅
・社宅

(８）

２
８
９

(７３）

６２

６３

６４

（１６）

３２

２４

２７

（１００）

１００

１００

１００

（１００）

２０５

９９

７０

町田 山崎団地 ７ ６９ ２３ １００ ２０９

答える ことわる
計

実数

福

岡

２０代（参考）

持家・マンション

借家・民間
アパ_ト

公営住宅
・社宅

（６４）

７６

６５

７３

（２５）

１５

２８

２０

（１００）

１００

１００

１００

（１００）

２０５

９９

７０

町田 山崎団地‘ ７６ ２０ １００ ２０９

答える ことわる
計

実数

福
岡

２０代（参考）

持家・マンンョン

借家・民間
アハート

公営住宅
・社宅

（３７）

４２

３１

２７

(５４）

５１

６５

７０

（１００）

１００

１００

１００

（１００）

２０５

９９

７０

町田 山崎団地 ２８ ６７ １００ ２０９



いので，断定的なことはいえないが，他の質問でも同じように，否定的回答が多いので，一般的

に統計調査には非協力なクループであると考えられる。

また表３－６，７のように，新聞社の調査をことわったり，調査項目によっては，「ありの在

室に答える」が少ないのも，「借家・民間アパート」，「公営住宅・社宅」である。

「借家・民間アパート」，「公営住宅・社宅」の居住者か，非協力傾向が強い若年層に偏った

年齢構成をもっていることか，このような回答結果をもたらしたものと,思われる。

表３－８は，住居形態３クループの居住年数別構成，年齢構成および学歴構成である。

表３－７ 「ありの蚕まに答える」（問１７）

単位：妬

事の種耀
黙祷、

Ｄ１－ｒ（二

勿凡■Ｐ

HTFF 、９

表３－８（a)居住年数別構成㈱

高学歴者は，どの質問でも統計調査に協力的な回答傾向を示している（後出表３－９参照）が，

「持家」以外の２クループでは，比較的高学歴であるのに非協力的であり，また若年層も高学歴者

が多いのに非協力的である。このことは一見矛盾するように思われる。しかし，これは学歴が年齢
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仕事の種類
（職種）

学歴 支持政党 収入額
計

|実数

福
岡

２ｏ代（参考）

持家・マンション

借家・民間
アパ_卜

公営住宅
・社宅

（５６）

６５

５２

５７

(４６）

５５

５０

４６

（２９）

３６

２９

３３

（１５）

１９

１６

１３

（１００）

１００

１００

１００

（１００）

２０５

９９

７０

町田 山崎団地 ６８ ５５ ４４ ２９ １００ ２０９

０～４ ５～９ １０~1４ 15~1９ 20~2４ 25Ｆ-29 ３０～ 計 実数

福
岡

持家・マンション

借家・民間
ァハー卜

公営住宅
・社宅

２２

５３

３１

２０

２２

３１

１８

１１

２６

１１

７

７

７
４
１

７
２
０

１５

１

３

１００

１００

１００

２０５

９９

７０

町
田

山崎団地 ２２ ４２ ３６ １００ ２０９



表３－８（b）年齢構成例

表３－８に）学歴構成例

町田

ほど，統計調査に対する態度を規定していないことや，若年層の高学歴者に特にプライバシー意

識が強いことなどによるものである。また「借家・民間アパート」では，居住年数５年未満が半

数以上と一般に居住期間が短いことも影響しているのであろう。

このような統計調査に非協力的な若年層は，年月が経過すれば，現在の中年層程度に協力的に

なるのだろうか。両親から独立し，子供を育て，職場でも責任ある地位につけば，社会に対する

考え方や態度が変化することは，十分考えられる。しかし日常生活において統計が占めているあ

ってなきがごとき位置を考えると，ただ年齢を重ねるだけでは，統計意識の顕著な変化は，あま

り期待できない。

「中年になれば協力的になる」という仮定が妥当性をもつためには，以前の若年層（現在の中

年層）が，現在の若年層と同様に非協力的であったという事実かなければならない。しかし被調

査者の調査非協力が表面化する以前には，年齢的な協力度の差異などは識者の関心事にすらなっ

ていなかった。（むろん民間の世論調査において，不在がちな若年層の回収率か低い傾向は，

早くから知られていたが。）

－１４２－

２０代 ３０代 ４０代 ５０代 ６０代
計

実数

福
岡

持家・マンション

借家・民間
ァハート

公営住宅
・社宅

１６

４８

２９

１８

２３

３４

３２

９

２９

１９

１５

４

１５

５

４

１００

１００

１００

２０５

９９

７０

町田 山崎団地 １０ ４７ ３４

６

３ １００ ２０９

小卒 中卒 IEb 卒 大卒
計

実数

福

岡

持家・マンション

借家・民間
ァパート

公営住宅
・社宅

７
３
１

１９

２２

９

４８

４１

６６

２２

３３

２３

１００

1００

１００

２０５

９９

７０

町田 山崎団地 ２ １２ ５６ ２９ １００ ２０９



むしろ現在の若年層は，統計に対して無関心な社会の中で，少・青年期を過してきた世代であ

ることか，その大きな要因ではないだろうか。そして，統計が民主政治の前提であること，調査

統計か申告者の協力なしには成立しえないことなどか，学校教育において強調されなかったこと

にも原因があるように思われる。

現在，統計調査に協力的な人びとが，「持家」に住む余裕のあるものや「管理職」（後述）の

ように社会の現状に「共鳴」もし，満足もしている｜ものであることは，論理的にも，本調査の

回答結果からも，うなずける。

また逆に，劣悪な住居に住まざるをえない人びと－社会的経済的に不遇な層が，非協力傾向

をもつことも当然であろう。

従来家族が増えるにつれて民間アパート→公営住宅→持家という居住形態の上昇経路がみられ

たか，一般勤労者には一戸窪住宅の購入は最近ますます困難になっている。したがって，上に述

べたように統計調査に非協力的な若年層か，民間アパート・公営住宅に今後滞留することが予想

される。このような事'情に加えて民間アパート密集地区の居住環境は，一般に劣悪化しつつある

ので，それに応じてその居住者たちによって形成される調査環境も，現状よりもさらに悪化する

恐れさえある。ちなみに「ずっとこの町に住みたい」という回答は，福岡では，「持家・マンシ

ョン」８３冊，「借家・民間アパート」６２冊，「公営住宅・社宅」６３妬，山崎団地では６５

％であった。

ところで，本調査の集計結果で，とびぬけて高い統計意識を示しているグループがある。それ

は「管理職」（課長相当以上）である。表３－９が，「管理職」（６地点計），「大学・短大。

高専卒（以下大学卒と略称）」（福岡），「主婦・無職」（福岡），１総i計」（福岡）について

の回答結果である。職業分類である「管理職」，「主婦・無職」と学歴分類である「大学卒」を

あえて比較したのは，過去に受けた教育よりも現在の社会的地位・日常生活力塔人の統計意識を

強く規定していると思われるからである。なお「管理職」４４サンプルのうち，「大学卒」は，

２１サンプルである。

「管理職」のサンプル数が少ない（６地点計で４４サンプル`，うち福岡２３サンプル）ので，確

定的なことはいえないが，大部分の質問項目で，つねに「大学卒」「総計」に対して非常に大き

な格差を示している。したがって，「管理職」の回答傾向は，おおよそ実態を反映する数字であ

るとみてよい。

「管理職」は，政治への民心反映度については，相当批判的ではあるものの，自民党支持率が

５２筋と高いので，現在の政治体制や社会制度に対する実質的な支持層とみられる。

社会の管理・支配を担っている層で，統計に対する意識が高いのは当然ではあるが，これは同
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表３－９高い「管理職」の統計意識

(注）「管理職」４４のうち，「大学卒」か２１，「男」が４２，「持家」が２２，「３０代」

が１２，「４０代」が１９を占める。

時にそれ以外の層の統計意識の低さを浮き彫りにする。

含た表３－９にみられる「主婦・無職」の統計意識の低さは，そのおかれている従属的あるい

は受動的地位を反映しているものであろう（有職女性と無職女性の間にも，多くの項目で有意差

かある）。本調査の「世帯主の妻」たちの回答によれば，多くの世帯で国の統計調査の調査票記

入者か主婦である（福岡では３６％）のでこの層の統計意識の動向は，ひとつの重要な問題である。

さきにみた「分類不能の産業」に女性が多いことも，統計意識の低さと無関係ではない。

他方，「管理職」が政府続計に好意的であるのは，政府そのものに対する「共鳴」かその要因である

にしても，統計の現代社会における役割を彼らがよく理解している事実一一「政治には統計は絶

対に必要」が９３筋にのぼる一一を見落してはならない。

それでは，一般勤労者層の統計意識は，「管理職」とくらべてどうして低いのだろうか。

－１４４－

６地点計 福岡

管理職 大学卒
主婦.
無職

総計

サンプル数（実数） ４４ ９５ １６８ ３７４

問１０統計は政治に必要

間１１国勢調査を受けた

問１２必ず答えなければならない

問１６ａ）新聞社一答える

b）国一答える

問１８統計は国民の生活のため

問２０個人の秘密より正しい統計

問２１公務員は守秘履行

問２２ａ）課税に利用されていない

b）身元調査に利用されていない

調査員判定：非常に協力的

問７ａ）国の政治反映していない

b）市・町の政治反映していない

問２７自民党支持率

妬３
３
６
０
４
９
３
６
１
９
４
４
０
２

９
９
４
５
８
８
７
４
７
５
６
６
５
５

妬６
３
５
５
５
４
４
４
５
１
０
６
７
８

８
７
３
４
７
８
５
４
５
５
６
５
４
３

妬１
９
２
４
２
１
１
１
６
３
１
１
７
０

７
７
２
３
７
７
４
４
４
４
５
６
３
４

妬７
１
９
６
２
８
６
０
０
６
９
０
２
７

７
８
２
３
７
７
４
４
５
４
４
６
４
３



事務労働者など，日常の業務の中で，社会経済の動きを，常に注視していなければならない層

では，指標としての統計への関心は高いはずである。また組織労働者の場合には，賃金交渉の基

礎として物価・賃金統計が利用されることもあるので，それか統計への関心の契機となることも

あろう。

これに対して，管理者の指示に従って，その手足となって働く販売・サービス関係の労働者の

場合，業務の中で統計数字に触れる機会などはまったくない。またその労働条件は劣悪で，移動

か激しく労働形態は非組織的・孤立的である。したがって社会や職場に対する「共鳴」感は一般

に低い。

ところで，われわれは住居形態別の回答結果の分析を行った際に「借家・民間アパート」居住

者に，否定的統計意識の持ち主か多いことをみた｡また深夜勤務が多く所得水準も低いサービス関

係や零細企業の労働者が，通勤時間の節約のために，都心の老朽住宅（主として民間アパート）

に滞留していることは，よく知られてい哉)職場と居住地の劣悪な状態が,これらの人びと

の社会や政治に対する無関心と反発を生み，それか統計調査に対する非協力の要因となっている

ことは想像にかたくない。

したがってこのような底辺勤労者群は，地域的集積の形をとって潜在的非協力層を形成してい

るものと考えられる。

５）
要するに，地域の「都市化」が，その居住者の精神的経済的貧困化を通して，統計環境悪化の

要因となっていることは，すでにみたようにもはや否めない事実といってよいだろう。

注

１）福岡市の「公営住宅」には，比較的低所得層が居住する県・市営が含まれている。また町田市

山崎団地の対象世帯は，すべて住宅公団の賃貸住宅居住者である。（入居時の所得制限は，家

賃〔２３，４００～３０，２００円〕の４倍以上で，それほど低所得層が入居しているわけではな

い。）

福岡市の「公営住宅」と「社宅」のサンプル数は，それぞれ４６，２４である。

2）福岡市の「持家・マンション」には，持家１９４サンプルと分譲マンション・アパート１１

サンプルか含まれている。

3）福岡市の「借家・民間アパート」は，次の４種類のカテゴリーの合計である。すなわち「借

家」サンプル数６０，「民間アパート」２９，「住み込み・寮・寄宿舎」８，「その他」２で

ある。

4）早川和男「住宅貧乏物語」（１９７９年）１２９Ｐ，

5）「物理的」統計環境を悪化させている「核家族化」，有職女性の増加などは，社会の「近代
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化」がもたらした現象と一般にはみられている。しかしｉｆ

の貧困化が，その背景にあることを見落してはならない。

しかし世帯主の所得水準の低さなど勤労者層

(九州大学）
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